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第６回児童相談所等のあり方
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１．児童虐待相談対応件数等の推移について

管理ケース数

平成28年4月1日現在 636

平成29年4月1日現在 785

平成30年4月1日現在 904

平成31年4月1日現在 1,105

奈良市要保護児童対策地域協議会管理ケース数

児童虐待相談
対応件数

一時保護
一時保護
委託

施設入所 里親委託

平成
27年度 441 58 26

平成
28年度 406 39 － 26

平成
29年度 324 37 22 15 1

平成
30年度 502 33 11 14 1

身体的
虐待

ネグレクト
心理的
虐待

性的虐待 合計

平成
23年度 151 63 119 5 338

平成
24年度 120 123 177 5 425

平成
25年度 116 143 191 4 454

平成
26年度 120 175 250 4 549

平成
27年度 173 179 273 2 627

平成
28年度 178 247 418 3 846

平成
29年度 160 244 409 4 817

平成
30年度 177 247 429 9 862

奈良県こども家庭相談センター（児童相談所）で対応した奈良市ケース分

奈良市が対応した児童虐待相談件数の推移
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◆派遣研修による人材育成は他の事項に先行して検討を進めることとし、平成30年度より開始。
１年間の長期派遣研修については県と市で協定書を結び、詳細については県こども家庭課・子ども家庭相談センター・市子育て相談課の３者協議で決定した。
◆事務職や管理職の派遣についても業務内容から適当な時期や期間について検討し、実施する。
◆令和元年度は前年度からの長期派遣研修に加え、要対協の係長・発達センターの心理士・管理職について短期派遣研修を行う。
◆令和２年度は開設の前年度にあたるため、現在の研修に加え、引継ぎのために複数名の受入れを要望する。また児童指導員の研修についてもお願いしたい。
◆人事交流については、市は開設前年度からの開始を求めており、県の人事課へ案を示す必要があることから、早急に議論を開始しなければならない。

人材確保と育成について

◆奈良市が児相を設置することにより、引き継がれる業務について教示を受ける。（障害児入所施設関連業務については県障害福祉課より教示。）
必ず移譲される業務、補助金事業により実施の有無を含めて検討する業務に加え、県と市で共同実施できる可能性のある業務があるため、それについては今後
協議していく。療育手帳の発行業務についても協議が必要。
◆引継ぎ期間や移行期間についてどのように進めていくか検討を進める（データ引継ぎに係るシステム整備も含めて）。

移譲業務について

◆令和３年度開設に備えるために、令和２年度の中頃には政令指定を受けなければならない。そのために必要事項を確認し、県市相互に協力する。
◆そのためにも令和元年度には国と事前協議を行う必要があるので、それについて早急に準備が必要。

政令指定についての協議

◆令和３年度に策定し、その翌年度から実施。奈良市が児相を設置することで、計画内で奈良市をどのような立場とするのか検討する。
（関連する項目は市にヒアリングを行うなど。）
◆策定に当たり、施設の定員協定についても検討の必要がある。また市内の里親数等の情報を提供してもらいたい。

社会的養護推進計画
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県市児童相談所検討プロジェクトチーム（平成29年10月設置） これまでの協議内容

２．県市プロジェクトチーム会議での検討状況について



（仮称）
奈良市子どもセンター

児童相談所・一時保護所

子ども家庭総合支援拠点
要保護児童地域対策協議会・家庭児童相談・乳児家庭全戸訪問・
養育支援訪問・助産制度・母子保護・里親制度の啓発・里親支援

子ども発達センター
未就学児童を対象とした療育相談室

（来所相談、発達検査、専門相談、園巡回療育相談、出張相談）

市民啓発講座
【指定管理】児童発達支援事業

地域子育て支援センター

キッズスペース
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３－１．施設整備計画について

 敷地面積：約10,000㎡
 建築面積：約3,750㎡
 延床面積：約4,300㎡
 構造・階数：鉄骨造２階建て



子どもセンター外観イメージパース

つどい、にぎわい、響きあい、子どもの未来をつなぐ

子どもの健やかな成長を応援する施設

【計画のコンセプト】

すべての子どもが今を幸せに生き、

夢と希望を持って成長することが

できるための施設
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①キッズスペース

○子どもたちが体を思い切り動かして遊ぶことが
できる全天候型の遊び場を設置します。

○屋外の広場にも遊び場を整備します。

⑤児童相談所・一時保護所

○専門職を配置し、専門的な診断をもとに
相談や援助を行います。

○様々な理由によって家庭で暮らせなくなった子どもの安全を
確保するとともに、施設や里親へ養育を委託します。

③子ども発達センター

○就学前の子どもの発達に関する
相談ができます。

○療育が必要な子どもに対する
指導・訓練を行います。

④子ども家庭総合支援拠点

○市民に身近な相談窓口として気軽に子育てに
関する相談ができます。

○こんにちは赤ちゃん訪問や、助産制度・ショートステイ
事業等により、様々な子育てニーズに対応します。

②地域子育て支援センター

○子ども（概ね０～３歳）とその保護者の
遊びや交流の場を提供します。

○子育てに関する相談窓口になるとともに、
様々な育児情報を提供します。

連
携

３－２．施設整備計画について
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（仮称）奈良市子どもセンター 組織（案）
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現在の市担当業務

現在の県担当業務

庶務係

・養護相談（虐待対応等）

・保健相談

・障害相談（入所等）

・非行相談（触法行為等相談等）

・育成相談（不登校相談等）

・措置・入所給付費決定事務

・里親研修、里親会対応

・人材育成研修（県との連携）

相談支援２係
（支援拠点チーム・東）

相談支援３係
（支援拠点チーム・西）

相談支援１係
（児童相談所チーム）

・子ども家庭総合支援拠点業務

　要対協

　子ども家庭相談（相談ダイヤル）

・要対協事務（代表者、実務者会議、研修準備等）

・緊急対応

・スーパーバイズ、トリアージ

・２４時間対応（「１８９」）

子育て係

判定係
・障害相談（療育手帳申請受付、判定、イン

テーク面接）

・心理診断、医学診断

発達センター

発達支援係

保護係
・保護所運営

・保健指導等

所長補佐

総務課

相談・支援課

・予算、人事管理、施設管理

・啓発（虐待防止、里親）　・システム開発

・地元調整、苦情対応　　　　・委託業者調整

所長

緊急対応係

保護課

・補助金事務　・児童福祉審議会等事務

・里親登録、養子縁組事務

・関係機関連携　・不服申し立て事務

・子ども家庭総合支援拠点業務（乳児全戸訪問、養

育支援訪問、子育て短期支援事業）

・助産措置、母子生活支援施設入所支援決定事務

・施設入所給付費、措置費支弁

・措置費自己負担金徴収

・子ども発達センター業務（療育相談、専門相談

　園巡回相談、発達支援啓発）

・親子療育教室

ケースワークの中で、アウトリーチを行うなど

積極的な心理診断を活用する。

一時保護対応時の調整、一時保護所で

の生活状況や見通しを共有する。

ケースワークを進める中で必要な支援をする

ため、相互に連携し情報共有する。

判断

４．組織体制の考え方について
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要件 算定式 強化プランを受けた配置基準

児童福祉司 ●社会福祉士
●精神保健福祉士
●社会福祉主事で相談業務
経験者
●大学で社会学・教育学・心
理学を修めて卒業した者 等

①から③の合計
①最近の国勢調査の結果による人口を3万で除し
て得た数（１に満たない端数は１に切り上げる）

②当該児童相談所における人口１人当たりの児童
虐待相談対応件数が全国平均より多い場合は
件数に応じて上乗せする

③里親に関する業務担当として児童相談所の数

①奈良市人口36.1万を３万で除して＝13
②平成30年度に県児相で対応した奈良市に
かかる児童虐待相談対応件数は502件で、
上乗せは＝４

③１

①から③の合計…18名

児童福祉司
スーパーバイザー

●児童福祉司として概ね５年
以上勤務した者

児童福祉司の数を６で除して得た数
（１に満たない端数は四捨五入する）

児童福祉司６名につき１名

３名

児童心理司 ●医師
●大学等で心理学を修めて
卒業した者 等

児童福祉司２名につき１名以上配置することを標準
とし、標準を超えて配置することが望ましい

児童福祉司18名を２で除して

９名

児童心理司
スーパーバイザー

●心理判定及び心理療法並
びにカウンセリングを少なくとも
10年程度の経験を有する者

なし 児童福祉司スーパーバイザーと同基準の配置とし、
児童心理司６名につき１名と考え、

２名

課
題

都道府県等から中核市へ経験豊かな職員の派遣が必要だが、配置基準の見直し等により、既設団体である都道府県
等においても派遣の余力がない状況にある

※児童福祉司スーパーバイザーは児童福祉司のうち数

 相当の経験年数を必要としており、新設団体が独自で職員を確保することは困難

 既設団体においても大幅な人員増が必要（児童福祉司2017年度実績3,240人⇒2022年度配置目標5,260人）

５－１．職員の採用・育成計画について

上記以外にも、弁護士・医師・保健師等の専門職を新たに確保しなければならない



奈良市児童相談所開設にあたり、児童相談所業務のノウハウを取得するとともに、開設時に奈良県こども家庭相談センターに
おける業務手順、専門性、判断基準等と差異のないよう、その実施状況を実地において学ぶ機会とする。

派遣研修
の目的

【平成30年度】 【令和元年度】 【令和3年度】【令和2年度】(予定）

こども家庭相談センターへ派遣研修
児童福祉司候補６名
児童心理司候補１名（１年間）

 児童相談所業務の基本的な流れを
理解する

 奈良市児童相談所における組織体
制のあり方や支援のあり方について検
討を行う

こども家庭相談センターへ派遣研修
児童福祉司候補２名
児童心理司候補１名（１年間）

係長級２名（３か月）
主幹級１名・補佐級１名（１か月）

 それぞれの職域に応じた業務の習得
を目指す

三重県中勢児童相談所へ職員派遣
【１年間】
児童福祉司候補１名
堺市児童相談所へ職員派遣
【１年間】
児童福祉司候補１名
児童心理司候補１名
県内児童福祉施設へ職員派遣
【短期】
 他自治体での先進的な取り組みを学

ぶとともに、施設との連携を強化し、
児童相談所開設後の窓口となる

こども家庭相談センターへ派遣研修
児童福祉司候補・児童心理司候補
児童指導員候補
奈良県こども家庭課
事務職

奈
良
県 引継ぎのための職員派遣

県職員と共に奈良市のケースを担当し、
開設時に移管できるよう引継ぎを受ける

先進的な取組みを行っている自治体へ
の派遣を検討

そ
の
他
自
治
体
・

関
係
機
関

児

童

相

談

所

開

設

その他、
• 中央福祉学院が主催する児童福
祉司資格認定通信課程を受講
（通信講座・スクーリング）

• 一週間程度の奈良県児童相談
所の短期派遣研修の実施
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５－２．職員の採用・育成計画について
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１

２

１

２ ３

４
５

６

１

１

２

３

４

５

中央こども家庭相談センター

高田こども家庭相談センター

奈良市

１
２

乳児院 所在地 備考

いこま乳児院 生駒市

いかるが乳児院 斑鳩町

児童養護施設 備考

愛染寮 生駒市

いかるが園 斑鳩町

天理養徳院 天理市 児童家庭支援センター併設

飛鳥学院 桜井市 児童家庭支援センター併設

大和育成園 宇陀市

嚶鳴学院 五條市

児童自立支援施設 備考

精華学院 奈良市

自立援助ホーム 備考

あらんの家 奈良市

春日野荘 奈良市

ファミリーホーム 備考

ファミリーホームさざんか 天理市

松舟ホーム 大和郡山市

大門ホーム 上牧町

枡田ホーム 天理市

三成ファミリーホーム 宇陀市

（Ｈ３１．４．１現在）
６．課題について（県内の児童福祉施設一覧）

１

２

１

２

３

４

５

６

１

１

２

１

２

３

４

５



平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

児童相談所設置準備室 設置

視察
大阪府児童相談所
大阪市児童相談所
鳥取県児童相談所 等

有識者会議
第１回開催

職員派遣研修
奈良県児童相談所へ派遣
児童福祉司候補 ６名
児童心理司候補 １名
計 ７名

中央福祉学院通信課程受講
児童福祉司資格認定通信課程
１名

三重県児童相談所
金沢市児童相談所
堺市児童相談所 等

第２~５回開催

地元調整・説明会
まちづくりを検討する協議会への説明
地元小学校での説明会の開催

ふるさと納税
（児童相談所整備）

奈良県児童相談所等 へ派遣
計 ６名

横須賀市児童相談所
明石市児童相談所 等

アドバイザーからの助言

説明会の開催

施設設計

引継ぎ
（管理ケース等）

国との協議
政令指定協議 等

施設建設
システム整備

児

童

相

談

所

開

設

※令和２年度以降は現在の予定であり、変更になる可能性有。
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７．今後のロードマップについて



奈良市心のふるさと応援寄附に

児童相談所整備応援の追加

奈良市ふるさと納税（児童相談所整備応援）リーフレット

◆目的
奈良市のすべての子ども達が夢と希望を持って
成長できるよう、未来を応援する大人からエー
ルを送る。

◆開始時期
平成31年２月14日

◆寄附金の使途（予定）
児童相談所（（仮称）子どもセンター）
の開設に必要な経費
（例）一時保護所に入所する子どもたちに

必要な生活用品・学習教材・
遊び道具の購入

◆現在の寄附金状況
233件 10,085,000円

（令和２年１月24日時点）
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その他 【ふるさと納税の活用】


